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四 半 期 報 告 書 
 

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用

電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁を付して

出力・印刷したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四半期

レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書を末尾に

綴じ込んでおります。 
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年４月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年４月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △1,902 △904

減価償却費 654 759

貸倒引当金の増減額（△は減少） △116 △3

賞与引当金の増減額（△は減少） △76 △110

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 1 △12

退職給付引当金の増減額（△は減少） △8 △29

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △3 △48

受取利息及び受取配当金 △11 △7

支払利息 414 383

持分法による投資損益（△は益） △3 △7

固定資産除売却損益（△は益） 22 46

売上債権の増減額（△は増加） 1,050 357

未成工事支出金の増減額（△は増加） △556 520

その他のたな卸資産の増減額（△は増加） △452 217

仕入債務の増減額（△は減少） △4,266 △2,123

未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,060 280

その他 △719 △762

小計 △4,913 △1,444

利息及び配当金の受取額 14 7

利息の支払額 △406 △384

法人税等の支払額 △325 △22

営業活動によるキャッシュ・フロー △5,631 △1,844

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △67

定期預金の払戻による収入 240 93

有形及び無形固定資産の取得による支出 △614 △321

有形及び無形固定資産の売却による収入 0 －

投資有価証券の売却による収入 18 －

貸付けによる支出 △0 △0

貸付金の回収による収入 6 2

その他 △0 8

投資活動によるキャッシュ・フロー △350 △284

─ 20 ─



（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年４月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年４月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 5,746 4,922

長期借入れによる収入 150 48

長期借入金の返済による支出 △1,691 △2,003

セールアンドリースバックによる収入 282 128

リース債務の返済による支出 △22 △72

社債の償還による支出 △600 －

社債の発行による収入 － 486

配当金の支払額 △387 △318

自己株式の取得による支出 △529 △0

自己株式の売却による収入 0 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,946 3,190

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,035 1,062

現金及び現金同等物の期首残高 5,493 1,929

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △90 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  2,368 ※  2,991

─ 21 ─

















  

平成21年６月12日

東日本ハウス株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東

日本ハウス株式会社の平成20年11月１日から平成21年10月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期

間（平成21年２月１日から平成21年４月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年11月１日から平

成21年４月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東日本ハウス株式会社及び連結子会社の平

成21年４月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期

間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

追記情報 

１．四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載のとおり、会社は第１四半期連

結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号）を適用している。 

２．重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は、平成21年６月５日開催の取締役会にお

いてＢ種優先株式の一部を取得及び消却することを決議し、平成21年６月９日付けで実行している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

優成監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  加 藤 善 孝  印 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  須 永 真 樹  印 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  宮 崎   哲  印 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 





  

平成22年６月11日

東日本ハウス株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東

日本ハウス株式会社の平成21年11月１日から平成22年10月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期

間（平成22年２月１日から平成22年４月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年11月１日から平

成22年４月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東日本ハウス株式会社及び連結子会社の平

成22年４月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期

間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

追記情報 

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更２に記載のとおり、会社は第１四半期連

結会計期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

優成監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  加 藤 善 孝  印 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  須 永 真 樹  印 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  宮 崎   哲  印 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 





 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 東北財務局長 

【提出日】 平成22年６月11日 

【会社名】 東日本ハウス株式会社 

【英訳名】 HIGASHI NIHON HOUSE CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 成 田 和 幸 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役経理・財務担当 青 苅 雅 肥 

【本店の所在の場所】 岩手県盛岡市長田町２番20号 

 (注)上記は登記上の本店所在地であり、実際の本社業務は 

  下記の場所で行っております。 

東京都千代田区飯田橋四丁目３番８ 東日本飯田橋ビル 

 
【縦覧に供する場所】 東日本ハウス株式会社 札幌支店 

  (北海道札幌市西区二四軒三条四丁目１番８号) 

 東日本ハウス株式会社 埼玉支店 

 (埼玉県さいたま市北区土呂町二丁目22番地９) 

 東日本ハウス株式会社 横浜支店 

  (神奈川県横浜市港北区新横浜一丁目３番地１) 

 東日本ハウス株式会社 名古屋支店 

  (愛知県名古屋市中区千代田五丁目11番35号) 

 株式会社大阪証券取引所 

  (大阪府大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 



当社代表取締役社長 成田 和幸及び当社最高財務責任者 青苅 雅肥は、当社の第42期第２四半期

(自 平成22年２月１日 至 平成22年４月30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき

適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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